
公益社団法人日本看護協会御中

標記について、別添のとおり、各都道府県知事、保健所設置市長及び特別区長あてに通

知を発出いたしましたので、御了知いただくとともに、貴会会員等に対する周知方よろし

くぉ取り計らい願います。

医療機能情報提供制度実施要領の一部改正について
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医療機能情報提供制度については、住民・患者が病院、診療所及び助産所(以

下「病院等」という。)の選択を適切に行うために必要な情報を提供すること

を目的として、平成19年4月から運用を開始しましたが、現状の課題として、

都道府県ごとに情報提供システムの機能や公表方法、公表情報の粒度が異な

ること等が指摘されています。また、病院等の報告負担の軽減、公表情報の正

確性の確保等も求められているところです。

今般、全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険

法等の一部を改正する法律(令和5年法律第31号。以下「改正法」という。)

が本年5月19日に公布され、令和6年4月1日より施行されます(一部は令

和7年4月1日施行)。改正法による医療法(昭和23年法律第205号)の改0

正により、厚生労働大臣は、都道府県知事が病院等から報告を受けた内容を公

表するに当たって必要な措置を講ずることとされています。

これを受けて、都道府県ごとに個別に運用されている病院等の医療機能に

係る情報提供システムとそのデータを集約して、全国統一的な情報提供シス

テム(以下「医療情報ネット」という。)を構築し、利便性の向上を図ること

としています。あわせて、医療情報ネットでは、医療機能情報の病院等からの

報告に際して、医療機関等情報支援システム(G-MIS)を活用することを

予定しており、これにより他制度の報告との共通化が可能になり、病院等の報

告負担の軽減を図ることとしております。

改正法の施行に向けて、「医療機能情報提供制度実施要領について」(平成

19年3月30日付け医政発第0330013号厚生労働省医政局長通知)の別添「医

療機能情報提供制度実施要領」を別添のとおり改正しましたので御了知の上、

適正に実施いただくとともに、特に下記について、その実施に遺漏なきょうぉ

医療機能情報提供制度実施要領の一部改正について

医政発 1205第2号

令和5年12月5日

厚生労働省医政局長

(公印省略)



願いいたします。

住民・患者及び病院等からの質問・相談への対応について

従来どおり、住民・患者からの医療機能情報の内容等についての質問・相談

への対応、及び病院等からの報告方法等についての質問・相談への対応につい

ては、都道府県で窓口を設ける等、必要な体制を整備して適切に行っていただ

くようぉ願いいたします。

2.病院等から報告された医療機能情報のG-MISでの公表手続について

都道府県知事は、医療情報ネットを活用して、病院等から報告された医療機

能情報を公表し、住民・患者への情報提供を行うこととしており、情報提供開

始は令和6年4月1日の予定です。

つきましては、本年度、病院等から報告された医療機能情報のG-MISで

の公表手続については、令和6年3月31日までに完了するようぉ願いいたし

ます。

記



平成18年6月21日に公布された「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医

療法等の一部を改正する法律」(平成18年法律第84号)により、医療法(昭和23年法律
第205号)が改正され、医療機能情報提供制度が平成19年4月1日から実施されること
となった。

さらに、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の

一部を改正する法律」(令和5年法律第 31 号。以下「令和5年改正法」という。)によ
り法が改正され、制度の一部見直しについて、令和6年4月1日から施行されること
となった。

これを踏まえた具体的な制度の内容及び運用については、下記のとおりであるので
御了知の上、適正なる実施を期されたい。

医療機能情報提供制度実施要領

目的

医療機能情報提供制度(以下「本制度」という。)は、医療法第6条の3に基づき、
病院、診療所及び助産所(以下「病院等」という。)に対し、医療を受ける者が身近な
地域における日常的な診療、疾病の予防のための措置、その他の医療の提供を行う機能

⑦功山つけ医機能)その他の病院等の機能についての十分な理解の下に病院等の選択
を適切に行うために必要な情報(以下「医療機能情報」という。)について、都道府県
知事への報告を義務付け、都道府県知事は報告を受けた医療機能情報を住民・患者に対
し分かりやすい形で提供することにより、住民・患者による病院等の適切な選択を支援
することを目的とするものである。

本制度の趣旨

本制度は、病院等が自らの責任において医療機能情報を都道府県知事に対して報告
し、報告を受けた都道府県知事は、基本的に当該医療機能情報をそのまま公表するも
のである。

病院等は、提供する医療について正確かつ適切な医療機能情報を報告するとともに、
報告した機能に関して住民・患者からの相談等に適切に応じるよう努めなけれぱなら
ない

病院等は、報告した医療機能情報について誤りがあることに気づいた場合、速やか
に報告内容の訂正を都道府県知事に申し出ることとし、都道府県知事は所要の是正措
置を行うものとする。

病院等の中には、企業内の診療所のように原則として特定の者を対象とするものも
ある。対象者が不明な場合など病院等が提供する医療機能情報に疑義がある場合には、

都道府県知事は、直接病院等に問い合わせ等を行うよう留意しなければならない。

.
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.
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3 実施主体

都道府県を実施主体とする。
ただし、本制度を実施するに相応しい法人に対して委託することは差し支えない。

4 実施体制

(1)都道府県における実施体制

・都道府県の医政担当部局において実施することを基本とする。



地方自治法(昭和 22年法律第67 号)に基づき、本制度の実施に関する事務の一部

(調査票の送付・回収、病院等から医療機能情報の報告がなされない場合や虚偽の報
告がなされた場合における病院等への指導等)を、市町村・特別区に処理させること
ができる。ただし、この場合においても、都道府県が本制度実施の責任主体であり、
最終的な医療機能情報の公表は、厚生労働大臣が整備する全国統一的な情報提供シス
テム(以下「医療情報ネット」という。)を活用して、都道府県において行うもので
ある。

都道府県から外部の法人へ委託を行う場合は、相互に緊密な連携・協力を図り実施
することとする。

住民・患者からの医療機能情報の内容等についての質問・相談への対応、及び病院
等からの報告方法等についての質問・相談への対応については、都道府県で窓口を設

ける等、必要な体制を整備して適切に行うものとする。

(2)医療機能情報の報告手続
①医療機能情報の報告時点・報告時期・報告方法
都道府県知事は、病院等に対して、医療機関等情報支援システム(以下「G-

MIS」という。)を経由する方法等により、原則として、毎年1月1日時点の

医療機能情報について、当該年の1月1日から3月31日までの間に報告するよう
求めることとする。これ以外の報告時点、報告時期、報告回数で報告を求める場

合は、厚生労働省に協議すること。
・また、紙媒体での報告を採用している場合は、各医療機関の実情や報告の際の
セキュリティー確保に配慮しつつ、病院等や都道府県の負担を軽減する観点から、

可能な限り速やかにオンライン化による手続に移行できるよう努めるものとする。
・医療機能情報の修正又は変更の報告については、以下のとおりとする。
ア①病院等の名称、②病院等の開設者、③病院等の管理者、④病院等の所在地、
⑤病院等の案内用電話番号及びファクシミリ番号、⑥診療科目、⑦診療日(診
療科目別)、⑧診療時間(診療科目号の、⑨病床の種別及び届出又は許可病床数
については、病院等の基本情報として重要な事項である。そのため、病院等の
管理者は、当該基本情報に修正又は変更があった時点で、都道府県知事に対し
て都道府県知事の定める方法により報告を行わなければならないこととする。
なお、医療法第7条及び第8条に基づく開設許可等の事項の変更の届出(以

下「変更届」という。)については、本制度に基づく修正又は変更の報告とは
別に行うものとする。また、変更届の届出内容が本制度の報告事項の変更に係
る場合、都道府県が変更届を受理したときは、本制度に基づく修正又は変更の
報告を行わせ、保健所設置市・特別区が変更届を受理したときは、報告を行わ

せるよう努めることとする。

イ基本情報以外の情報については、病院等の管理者は、都道府県知事の定める
年1回以上の定期的な報告時期に報告を行うほか、可能な限り速やかな時期に

修正又は変更の報告を行うこととする。

なお、法令で定めるもの以外の医療機能情報であっても、医療情報ネットでの
公表にあたり、厚生労働省と協議の上、都道府県が独自の取組により収集し、公
表することは差し支えない。

② 医療機能情報の確認

・都道府県知事は、病院等から報告された医療機能情報の内容について、確認が
必要と認める場合には、保健所設置市・特別区等に対し、当該病院等に関する必

要な情報の提供を求めることができる。

・都道府県知事は、病院等が報告を行わない場合や誤った報告を行ったと認める
場合には、当該病院等の開設者又は管理者に対し、適切な報告を行うよう指導す

ることができる。



なお、上記指導に従わない場合や故意に虚偽の報告を行うなど悪質であると認
められる場合には、医療法第6条の3第8項に基づき、当該病院等の開設者に対
し、当該病院等の管理者をしてその報告を行わせ、又は報告内容を是正させるこ
とを命ずることができる。
都道府県知事は、報告された医療機能情報の全部又は一部について、照会、確
認等を行ったにもかかわらず、応答がなされないために当該情報の真偽が確認で
きない場合や、是正命令を行ってから是正がなされるまでの期間等において、真
偽が未確認である医療機能情報について、公表を一時的に停止することは、本制

度の目的からみて差し支えないものである。

③厚生労働大臣への報告

・都道府県知事は、病院等から医療機能情報の報告を受けたときは、必要に応じ
て②の確認を行ったうえで、その報告の内容を別途厚生労働省令で定める方法
(G-MISを用いた方法)により厚生労働大臣に報告するものとする。

都道府県が、病院等からG-MISを経由する方法で報告を受けた場合、都道
府県がG-MISにおいて報告内容の確認を完了することをもって、厚生労働大
臣への報告を行ったものとみなす。
なお、都道府県において紙媒体又は電子媒体により調査票の送付及び回収等を
行った場合は、都道府県又は都道府県の委託する法人等によりG-MISに代理
入力を行うものとする。

(3)医療機能情報の公表手続

①医療機能情報の公表時期
・都道府県知事は、病院等から報告された医療機能情報については、速やかに公
表しなければならない。

②医療機能情報の公表方法

・都道府県知事は、医療情報ネットを活用して、病院等から報告された医療機能
情報を公表し、住民・患者への情報提供を行うため、適宜医療情報ネットの情報

を更新するものとする。
・本制度は、病院等の医療機能情報について、都道府県知事が報告を受け、医療
情報ネットを活用して公表することとするものであるため、これと別に整備を行

うことを求めるものではない。また、各都道府県が独自に、より積極的な情報の
提供を行うことは可能であり、医療情報ネットとは別に救急・災害医療情報を含
む独自の情報提供を実施することも差し支えない。ただし、医療情報ネットの公
表内容との整合性の確保に留意すること。

・医療機関のホームページのうち、適切な内容のものについては、有用な情報源
のーつと位置付けられることから、医療情報ネットにおいて当該医療機関のホー
ムページへのりンクを公表する。公表に当たっては、可能な限り、「医業若しく
は歯科医業又は病院若しくは診療所に関する広告等に関する指針(医療広告ガイ

ドライン)等について」(平成30年5月8日付け医政発0508第1号厚生労働省医

政局長通知)に準拠した医療機関のホームページであることを確認したりンクに

限定するなどの工夫を取り入れるものとする。

都道府県知事は、インターネットを使用できない環境にある住民・患者に配慮
し、医療情報ネットを通じた公表と併せて、都道府県担当部署や医療安全支援セ
ンター等において、適切な方法により公表するものとする。

また、都道府県知事が、電話による医療機能情報に関する照会への対応等の独
自の取組を行うことも差し支えない。



各都道府県においては、各都道府県のトップページ等に医療情報ネットへのり
ンクを設定するなど、可能な限り医療情報ネットへのアクセスが容易になるよう
な工夫を取り入れるものとする。

)医療機関による情報提供
病院等は、都道府県知事へ報告した医療機能情報について、当該病院等において閲
覧に供しなければならない。その際、書面による閲覧に代えて、電子媒体等による情
報の提供を行うことができるものとする。

病院等が医療機能情報の提供を行っていない場合には、都道府県知事は、情報提供
を行うよう指導することができるものとする。

また、病院等においても、住民・患者からの当該病院等の医療機能情報に関する相

談、照会等に対して、適切に対応するよう努めるものとする。

5)その他

・医療情報ネットについては、利便性向上の観点から、以下の機能等を有するものと

する。

ア都道府県横断の検索、都道府県単位での検索の両方を可能とする機能
イ任意のキーワードによる検索を可能とする機能

ウ急いで病院等を検索する際に使用することを想定し、検索時点で診療中又は休

日・夜間対応の病院等の検索を可能とする機能

工医療情報ネットで公表される医療機能情報の項目の中から任意のものを検索条件
として設定する検索を可能とする機能

オ検索結果について、検索頻度の高い項目のアイコンによる表示

力検索結果について、病院等の基本情報等のみの簡易表示と詳細情報の表示とを選

択可能にするなどの情報の階層化
キ画面の表示を外国語に自動翻訳する機能。音声読み上げする機能
ク携帯電話等のパソコン以外の端末からの利用を容易とする機能
ケ医療情報ネットの利便性に係る意見・要望等を利用者がメールフォームで送信す

る機能。利用者満足度の調査機能
なお、正確かつ適切な医療機能情報を住民・患者へ提供する観点から、医療法第6
条の3第8項の規定に基づき、都道府県知事には、病院等から医療機能情報の報告が
なされない場合や虚偽の報告がなされた場合において、指導等を行うととにより、適

正な報告を促す責務がある。
一方、厚生労働大臣には、医療法第6条の3第7項の規定に基づく、都道府県知事に

よる医療機能情報の公表に関し必要な助言、勧告その他の措置として、医療情報ネッ

ト、 G-MISを整備し、適切に運用する責務がある。
その一環で、厚生労働省は、住民・患者、病院等から都道府県に寄せられる医療情
報ネット、 G-MISの機能に関する質問について、都道府県の回答を支援する窓口
を設ける等、必要な体制を整備することとする。

また、都道府県知事が病院等から報告を受けた医療機能情報を住民・患者に対し分
かりやすい形で提供し、住民・患者による病院等の適切な選択を支援する観点から、
住民・患者、都道府県等からの医療情報ネットの利便性向上に係る意見・要望を踏ま
えたシステム整備を継続的に行っていくこととする。

・病院等が報告する医療機能情報については、今後必要に応じ、厚生労働省医政局が
設置する検討会における議論を経た上で、段階的に項目を見直すものとする。特に、
制度開始時に対象となっていない病院等の治療結果等のアウトカム情報については、
各病院等の特殊性や重症度の違い等による影響やその補正のための手法等、客観的評
価を可能とするための研究開発の促進のため、一定の病院について、提供する医療の

実績情報に関するデータを収集し、さらに、医療の質の向上、アウトカム情報の信頼
性の向上を図るための取り組みを進め、公表可能な項目の追加を図るものとする。

.、、



また、都道府県が独自の取組により収集し、医療情報ネットで公表する項目を全国
統一的に報告対象とすることについても、病院等の報告負担に配慮した上で検討を行
うこととする。



医療機能情報提供制度実施要領新旧対照表

0平成19年3月30日付け医政発第0330013号厚生労働省医政局長通知「医療機能情報提供制度実施要領について」の別添

q労線部分は改正部分)

新

平成18 6月21日に公布された「良な医療を提供する体

佑の立を図るための医療法等の一部を改正する法'」(平成

8年法律 84号)により、医療法(昭和23年法' 205号)が

改正され、医療機能情報提供制度が平成 19 4月1日から実

施されることとなった。

さらに、「全世代対応型の持1、可能な社会保障制度を構す

るための健康保険法等の一部を改正する法律」(令和5年法律

第 31 号。以下「令和5年改正法」という。)により法が改正され、

制度の一部見直しについて、令和6年4月1日から施行されるこ

ととなった。

これをまえた具体的な制度の内容及び運用については、下

記のとおりであるので、御了知の上、適正なる実施を期された

し、

1 目的

医療機能情報提供制度(以下「本伶1度」という。)は、医療法

第6条の3に基づき、病院、診療所及び助産所(以下「病院等」と

いう。)に対し、医療を受ける者が身近な地域における日常的な報」という。)について、都道府県知事への報告を義務付け、都

旧

1 目的

病院、診療所及び助産所(以下「病院等」という。)に対し、当

該病院等の有する医療機能に関する情報(以下「医療機能情



診療疾病の予のための"冒その他の矢療の提供を行う

能力功由つけ医能その他の病院等の機能についての十八

な理の下に病院等の選択を適切に行うために必要な情報(以

下「医療機能情報」という。)について、都道府県知事への報告

を義務付け、都道府県知事は報告を受けた医療能情報を住

民・患者に対し分力山やすい形で提供することにより、住民・患

者による病院等の適切な選択を支援することを目的とするもの

である。

2 本制度の趣旨

・本制度は、病院等が自らの責任において医療機能情報を都

道府県知事に対して報告し、報告を受けた都道府県知事は、基

本的に当該医療機能情報をそのまま公表するものである。

・病院等は、提供する医療について正確かつ適切な医療機能

情報を報告するとともに、報告した機能に関して住民・患者から

の相談等に適切に応じるよう努めなければならない。(削除)

道府県知事は報告を受けた情報を住民・患者に対し分力町やす

い形で提供することにより、住民・患者による病院等の適切な選

択を支援することを目的とする。

・病院等は、報告した医療機能情報について誤りがあることに

気づいた場合、速やかに報告内容の訂正を都道府県知事に申

し出ることとし、都道府県知事は所要の是正措置を行うものとす

る。

な情報を報告するとともに、報告した情報に関して住民・患者か

らの相談等に適切に応じるよう努めなければならない。また、身

近な力功町つけ医も、主民・患者からの相談等があった場合は、

適切に応じるようめなければならない

・病院等は、報告した医療機能情報について誤りがあることに

気づいた場合、速やかに壁の訂正を都道府県知事に申し出るこ

ととし、都道府県知事は所要の是正措置を行うものとする。

2 情報の性格

・本制度は、病院等が自らの責任において医療機能情報を都

道府県知事に対して報告し、報告を受けた都道府県知事は、基

本的に当該医療機能情報をそのまま公表するものである。

・そのため、病院等は、提供する医療について正確かつ適切



・病院等の中には、企業内の診療所のように原則として特定の

者を対象とするものもある。対象者が不明な場合など病院等が

提供する医療機能情報に疑義がある場合には、道府県知事

は、直接病院等に問い合わせ等を行うよう留意しなければなら

なし、

3 実施主体

・都道府県を実施主体とする。

・ただし、本制度を実施するに相応しい法人に対して委託する

ことは差し支えない。(削除)

4 実施体制

(1)都道府県における実施体制

・都道府県の医政担当部局において実施することを基本とす

る。

・地方自治法(昭和22年法律第釘号)に基づき、本制度の実

施に関する事務の一部(調査票の送付・回収、病院等から医療

機能情報の報告がなされない場合や虚偽の報告がなされた場

合における病院等への指導等)を、市町村特別区に処理させ

ることができる。ただし、この場合においても、都道府県が本制

度実施の責任主体であり、最終的な医療機能情報の公表は、

・病院等の中には、企業内の診療所のように原則として特定の

者を対象とするものもある。対象者が不明な場合など病院等が

提供する医療機能情報に疑義がある場合には、直接病院等に

問い合わせ等を行うよう留意しなければならない。

3 実施主体

・都道府県を実施主体とする。

・ただし、本制度を実施するに相応しい法人に対して委託する

ことは差し支えない。この場合において、都道府県は住民・患者

への情報提供が円滑に行われるよう、十分な連携・調整を図るも

のとする。

4 実施体制

(1)都道府県における実施体制

・都道府県の医政担当部局において実施することを基本とす

る。

・地方自治法(昭和 22年法律第 67 号)に基づき、制度の実施

に関する事務の一部(調査票の送付・回収、病院等から医療機

能情報の報告がなされない場合や虚偽の報告がなされた場合

における病院等への指導等)を、市町村及び特別区に処理させ

ることができる。ただし、この場合においても、都道府県が制度

実施の責任主体であり、最終的な医療機能情報の公表は都道



厚生労大臣が整備る全国統一的な'戸提供システム P

下「医療情報ネット」という。)を活用して、都道府県において行う

ものである。

・都道府県から外部の法人へ委託を行う場合は、相互に緊密

な連携・協力を図り実施することとする。

・住民・患者からの医療機台目情報の内容等についての質問・

相談への対応、及び病完等からの告方法等についての

問・相談への対応については、道府県で窓口を設ける等、必ける等、案内体制を整備して適切に行うものとする。

要な体制を整備して適切に行うものとする。

(削除)

府県において行うものである。

・都道府県から外部の法人へ委託を行う場合は、相互に緊密

な連携・協力を図り実施することとする。

・住民・患者からの医療機育目情報についての質問・相談及び

それに対する言等については、質問・相談に関する窓口を設

(2)医療機能情報の報告手続

・道府県において、医療育目戸についての問、相談に

応じ、助言等を行う場合においては、新しい医療計画制度に基

づく事業毎の医療連

当である。

・本制度は、病完等の医療能↑主報について、道府県が報

告を受け、公表することを義務付けるものであるが、各道府県

で救急・災害医療情報を含む独自の戸報提供体制を既に実施

している場合において、これと別に整備を行うことを求めるもので

はないまたΥ戸報の包囲についても、国で定める包囲を超える

柞報提供について認めないものではなく、各道府県が独自

に、より極的な情報の提供を行う場合にはその積極的な活

用を図られたい。

体制についての情報提供も行うことが適

(2)医療機能情報の報告手続

4



①医療機能情報の報告時点・報告時期・報告方法

・道府県知事は、病院等に対して、医療機関等情報支援シ

ステム(以下「G-MIS」という。)を経由する方法等により、原則

として、毎年1月1日時点の医療機能情報について、当該年の1

月1日から3月31日までの鳥に告するよう求めるとととする

れ以外の報告時点、報告時期、報告回数で報告を求める

は、厚生労働省に協議すること

また、紙媒体での報告を採用している場合は、各医療機関の

実情や報告の際のセキュリティー確保に配慮しつつ、病院等や

都道府県の負担を軽減する観点から、可能な限り速やかにオン

ライン化による手続に移行できるよう努めるものとする。

(削除)

①医療機能情報の報告時期

七病_院等の管理者は、当該病院等の所在地の都道府県知事

に対し、都道府県知事が定める時点における法令で定める医療

医療機能情報の修正又は変更の報告については、以下のと

おりとする。

ア①病院等の名称、②病院等の開設者、③病院等の管理者、

機能情報を報告することとする。

・病院等の管理者は、報告した医療機能情報のうち一定のも

の(②参照。)に修正又は変更があった場合には、都道府県知事

に対して速やかに修正又は変更を報告することとする。

②医療機能情報の報告方法

・都道府県知事は、紙媒体又は電子媒体による調査票の送付

及び回収等、都道府県知事の定める方法により、年1回以上、

病院等に対して医療機能情報を報告させることとする。

また、医療機関や都道府県の負担を軽減する観点から、紙媒体

での報告を採用している場合は、各医療機関の実情や報告の

際のセキュリティー確保に配慮しつつ、可能な限り速やかにオン

ライン化による手続きに移行できるよう努めるものとする。

・都道府県知事は、情報の正確性を確保する観点から、定期

的な報告に際して、保健所設置市・特別区に対し、当該保健所

設置市・特別区の区域内に所在する病院等(特に、診療所及び

助産所)の情報について、照会を行うことができることとする。

医療機能情報の修正又は変更の報告については、

ア①病院等の名称、②病院等の開設者、③病院等の管理者、
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④病院等の所在地、⑤病院等の案内用電話番号及びファクシミ

リ番号、⑥診療科目、⑦診療日(診療科目別)、⑧診療時間(診

療科目別)、⑨病床の種別及び届出又は許可病床数について

は、病院等の基本情報として重要な事項である。そのため、病

院等の管理者は、当該基本情報に修正又は変更があった時点

で、都道府県知事に対して都道府県知事の定める方法により報

告を行わなければならないこととする。

なお、医療法第7条及び第8条に基づく開設許可等の事項の

変更の届出(以下「変更届」という)については、本制度に基づ

く修正又は変更の報告とは別に行うものとする。また変更届の

届出内容が本制度の報告事項の変更に係る場合、道府県が

変更届を受理したときは本制度に基づく修正又は変更の&告

を行わせ、保健所設置市・特別区が変更届を受理したときは、

報告を行わせるようめることとする。

イ基本情報以外の情報については、病院等の管理者は、都道

府県知事の定める年1回以上の定期的な報告時期に報告を行

うほか、可能な限り速やかな時期に修正又は変更の報告を行う

こととする。

④病院等の所在地、⑤病院等の住民案内用電話番号及びファ

・なお、法令で定めるもの以外の医療機能情報であっても、医

クシミリ番号、⑥診療科目、⑦診療日(診療科目別)、⑧診療時間

(診療科目別)、⑨病床の種別及び届出又は許可病床数につい

ては、病院等の基本情報として重要な事項である。そのため、病

院等の管理者は、当該基本情報に修正又は変更があった時点

で、都道府県知事に対して都道府県知事の定める方法により報

告を行わなければならないこととする。

なお、医療法第7条及び第8条に基づく開設許可等の事項の

変更の届出については、本制度に基づく修正又は変更の報告

とは別に行うものとする。

療情報ネットでの公表にあ九り厚生丹ハと協議の上、都道

府県が独自の取組により収集し、公表することは差し支えない。

イ基本情報以外の情報については、病院等の管理者は、都道

府県知事の定める年1回以上の定期的な報告を行うこととする。

また道府県知事は、病完等に対して、医療機能井報に修正

又は変更があった場合に、定期的な報告に加えて随時報告さ

せても差し支えない。

なお、この要領で定めるもの以外の情報であっても、都道府

県が独自の取組により収集し、公表することは差し支えない。



②医療機能情報の確認

・都道府県知事は、病院等から報告された医療機能情報の内

容について、確認が必要と認める場合には、保健所設置市・特

別区等に対し、当該病院等に関する必要な情報の提供を求め

ることができる。

・都道府県知事は、病院等が報告を行わない場合や誤った報

告を行ったと認める場合には、当該病院等の開設者又は管理

者に対し、適切な報告を行うよう指導することができる。

なお、上記指導に従わない場合や故意に虚偽の報告を行う

など悪質であると認められる場合には、医療法第6条の3篁旦蓼

に基づき、当該病院等の開設者に対し、当該病院等の管理者

をしてその報告を行わせ、又は報告内容を是正させることを命

ずることができる。

・都道府県知事は、報告された医療機能情報の全部又は一部

について、照会、確認等を行ったにもかかわらず応答がなされ

ないために当該情報の真偽が確認できない場合や、是正命令

を行ってから是正がなされるまでの期間等において、真偽が未

確認である医療機能情報について、公表を一時的に停止するこ

とは、本制度の目的からみて差し支えないものである。(削除)

旦医療機能情報の確認

・都道府県知事は、病院等から報告された医療機能情報の内

容について、確認が必要と認める場合には、保健所設置市・特

別区等に対し、当該病院等に関する必要な情報の提供を求め

ることができる。

・都道府県知事は、病院等が報告を行わない場合や誤った報

告を行ったと認める場合には、当該病院等の開設者又は管理

者に対し、適切な報告を行うよう指導することができる。

なお、上記指導に従わない場合や故意に虚偽の報告を行う

など悪質であると認められる場合には、医療法第6条の3第旦墓

に基づき、病院等の開設者に対し、管理者をして報告又は報告

内容里是正を行わせることを命ずることができる。

3 厚生労大臣への報告

道府県知事は、病完等から医療機能情報の報告を受けた.

・都道府県知事は、報告された医療機能情報の全部又は一部

について、照会・確認等を行皀にもかかわらず応答がなされ丈確

認だできない場合や、是正命令を行い是正がなされるまでの期

間においては、真偽が未確認である当該情報について公表を

一時的に停止することは、本制度の目的からみて差し支えない

ものである。この場合において、未確認である当該情報につい

ては、照会、確認の過程等である旨が分かるように留意するこ

言jT'

と。



ときは、必要に応じて2の確認を行ったうえで、その報告の内容

を別途厚生労働ハ令で定める方法(G-MISを用いた方法)に

より厚生労働大臣に報告するものとする

・道府ハが病完等からG MISを経由する方法で報告を

ヰけた'合、道府県がG-MISにおいて報告内容の確認を

'了することをもって、j一生労動大臣への報告を行ったものとみ

なす。

・なお道府県において紙体又は電子体により,。査票

の送付及び回収等を行った場合は、道府県又は道府県の

委託する法人等によりG-MISに代理入力を行うものとする

(3)医療機能情報の公表手続

①医療機能情報の公表時期

・都道府県知事は、病院等から報告された医療機能情報につ

いては、速やかに公表しなければならない。

②医療機能情報の公表方法

,都道府県知事は、医療'戸報ネットを活用して、病院等から報

告された医療機能情報を公表し、主民・患者への,戸報提供を行

うため、適宜医療戸報ネットの戸報を更新するものとする。

・本制度は病完等の医療能,戸報について

(3)医療機能情報の公表手続

①医療機能情報の公表時期

・都道府県知事は、病院等から報告された医療機能情報につ

いては、速やかに公表しなければならない。

②医療機能情報の公表方法

・都道府県知事は、インターネットを通じて、病院等から報告さ

れた医療機能情報を公表し、適宜更新するものとするインター

ネットを通じた公表については、住民・患者による病完等の選択

に資するよう医療機能情報に基づく定のハ機能を有するシ

ステムを整することとする

道府県知事



が報告を受け、医療情報ネ・トを活用して公表するとととするも

のであるため、これと別に整備を行うことを求めるものではない。

また各道府県が独自に、より積極的な情報の提供を行うこと

は可能であり、医療情報ネットとは別に救急・災室医療情報を<

む独自の情報提供を実施することもし支えないただし、医療

↑主報ネットの公表内容との整合性の保に留意すること

(削除) また、利便性向上の観点から、以下の機能等を公表システム

に可能な限り追加するものとする。

ア検索対象範囲を限定しない検索機能及び複数のキーワード

による検索を可能とする機能

イ例えば、以下のような検索頻度の高い項目のアイコンによる

表刀く

・自宅に近い医療機関

性・安全性の向上に努めるものとする。平成30年6月に内閣サ

現在診療中の医療機関並びに時間外診療及び士日・祝日

診療を実施する医療機関

ウ基本情報等のみの簡易表示と詳細情報の表示とを選択可

能にするなどの情報の階層化

工外国語による情報提供

オ携帯電話等のパソコン以外の端末からの利用を容易とする

機能

七都道府県知事は、公表システムの全てのぺージで暗号化対

応を行うなど、情報セキュリティ対策に関するサイト全体の信頼



・医療機関のホームページのうち、適切な内容のものについて

は、有用な情報源のーつと位置付けられることから、医療↑圭報ネ

ツトにおいて当該医療機関のホームページへのりンクを公表す

る公表に当たっては、可能な限り、「医業若しくは歯科医業又

は病院若しくは診療所に関する広告等に関する指針(医療広告

ガイドライン)等について」(平成 30年5月8日付け医政発 0508

第1号厚生労働省医政局長通知)に準拠した医療機関のホーム

ページであることを確認したりンクに限定するなどの工夫を取り

イバーセキュリティセンター NISC から示された「府関等の

仟報セキュリティ対策のための統一基準群の改定において、

「インターネットを介して転送される戸報の盗聴及び改ざんの防

止のため全ての'戸報に対する暗号化及び電子証明書による

認証の対策を二じること。」フ.2.2(1)ウェブサーバの'入・運用

時の対が、全ての、等が守すべき事項として提示

されており、地方公共団体においても政府機関等と同様のセ

キュリティ水準が要求されるものと捉えるべきである。

入れるものとする。

・都道府県知事は、インターネットを使用できない環境にある・都道府県知事は、インターネットを使用できない環境にある

・道府県知事は、,セキュリテ対策上、厚生'ハホー

ムページ上に設定された公表システムへのりンクが変更され

る場合には、委託業者のドメイン等を介した転送設定は行わず

速やかに厚生労働省へ報告することとする

・道府県知事は、医療機能↑主報提供制度を紹介する厚生丹

働省のホームページへのりンクを設定するまた、道府県知事

は、インターネット上の医療機関のホームページのうち適切な内

容のものについては、有用な情報源のーつと位置付けて、公表

システムから当該医療機関のホームページへのりンクを設定す

る。その際、「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に

関する広告等に関する指針(医療広告ガイドライン)等につい

て」(平成30年5月8日付け医政発0508第1号厚生労働省医政

局長通知)に準拠した医療機関のホームページに限定してりン

クを設定するなどの工夫を可能な限り取り入れるものとする。

10



住民・患者に配慮し、医療戸報ネットを通じた公表と併せて、都

道府県担当部署や医療安全支援センター等において、適切な

方法により公表するものとする。

また、都道府県知事が、電話による医療機能情報に関する照

会への対応等里独自の取組を行うことも差し支えない。

・各都道府県においては、各都道府県のトップページ等に医

療情報ネットへのりンクを設定するなど、可能な限り医療情報ネ

ツトへのアクセスが容易になるような工夫を取り入れるものとす

る。

(削除)

(4)医療機関による情報提供

・病院等は、都道府県知事へ報告した医療機能情報につい

住民・患者に配慮し、インターネットを通じた公表と併せて、都道

府県担当部署や医療安全支援センター等において、適切な方

法により、公表するものとする。

また、都道府県知事が、電話による医療機能情報に関する照

会への対応等、独自の取組を行うことも差し支えない。

・各都道府県においては、医療機能情報の公表に際して、2で

示す情報の性格について、注意事項として、インターネットを通

じた公表システム上に示すこととする。

また、各都道府県庁のトップページ等に公表システムへのりン

て、当該病院等において閲覧に供しなけれぱならない。その

際、書面による閲覧に代えて、電子媒体等による清報の提供を

行うことができるものとする。

(4)医療機関による清報提供

・病院等は、都道府県知事へ報告した情報について、当該病

院等において閲覧に供しなければならない。その際、書面によ

る閲覧に代えて、電子媒体等による情報の提供を行うことができ

るものとする。

クを設定するなど、公表システムへのアクセスが容易になるよう

な工夫を可能な限り取り入れるものとする。

・都道府県知事は、隣接する都道府県の公表する医療機能情

報についても住民が利用できるよう、りンクの設定等適切な措置

を講ずるものとする。

この点に関し、都道府県知事は、隣接する他の都道府県知事

から医療機能情報に関してりンクの設定等の依頼があった場合

は、これに応じるよう努めるものとする。



・病院等が医癒壁能恒望の提供を行っていない場合には、都

道府県知事は、情報提供を行うよう指導するととができるものと

する。

・また、病院等においても、住民・患者からの当該病院等の医

療機能情報に関する相談、照会等に対して、適切に対応するよ

う努めるものとする。(削除)

(5)その他

・医療,戸報ネットについては利便性向上の点から以下の

機能等を有するものとする

道府県単立でのア道府県横断の ノ'、、

能とする能

イ壬意のキーワードによる寺を可能とする機能

ウ急いで病院等を索する際に使用することを想定し、索

時点で診療中又は休日・夜間対応の病完等の検夫を可能とす

る機能

工医療,戸&ネットで公表される医療機能戸報の項目の中から

任意のものを検<条件として設定する索を可能とする機能

オハ結果について 度の高い項目のアイコンによるノ、ノ

表不

力夫結について病完等の基本戸&等のみの簡表示

ため、各都道府県で公表されている医療機能情報を円滑に

約できるようにする観点から、各道府県の公表システムに保存

されている戸報を呂1絲氏の様式(CSV形式)により国へ報告できる

ようシステムの改修等に努めるものとする。

、の両方を可し時期に行うなど、可能な限り速やかに対応するものとする。

・病院等が情報の提供を行っていない場合には、都道府県知

事は、情報提供を行うよう指導することができるものとする。

(5)その他

・道府県知事は、インターネットを通じた公表システムの機能

追加等に係る改修等については、委託先との次回の契約見直

・あわせて、上記の改修等に当たり、今後の医療政策に資する

・また、病院等においても、住民・患者からの当該病院等の医

療機能情報に関する相談・照会等に対して、適切に対応するよ

う努めるものとするとともに身近な力功由つけ医においても患

者から他の病完等に対する相談・質問等があった場合は、適切

に対応するようめるものとする。



と詳細報の表示とを選択可能にするなどの戸報の階層化

キ画面の表示を外国語に自動翻訳する機能。音声読み上げ

する機能

ク帯電話等のパソコン以外の端末からの利用を容易とする

機能

ケ医療戸報ネットの利便性に係る意見・要望等を利用者がメー

ルフォームで送信する機能利用者満足度の調査機能

なお、正かつ適切な医療機能↑主を主民・患者へ提供す

る点から、医療法 6条の3 8項の規定に基づき道府県

知事には、病完等から医療機能'報の報告がなされない場合

や虚偽の報告がなされた場合において、指導等を行うことによ

り、適正な報告を促す務がある

一方、厚生労働大臣には、医療法第6条の3 7項の規定に基

づく、道府県知事による医療機能戸報の公表に関し必要な助

言、勧告その他の措置として、医療情報ネット、G-MISを整備

し、適切に運用する務がある。

その一環で、厚生労働省は、住民患者、病院等から都道府

県に寄せられる医療戸報ネット、G-MISの機能に関する問

について、道府県の回答を支援する窓口を設ける等、必要な

体制を整備することとする。

また道府県知事が病院等から報告を受けた医療機能情

報を主民・患者に対し八力由やすい形で提供し主民・患者によ

る病院等の適切な選択を支する観点から、主民・患者、道



府県等からの医療,圭報ネットの利便性向上に係る意・要望を

まえたシステム整備を継続的に行っていくこととする。

・病院等が報告する医療機能情報については、今後必要に応

じ、厚生労働省医政局が設置する検討会における議論を経た

上で、段階的に項目を見直すものとする。特に、制度開始時に

対象となっていない病院等の治療結果等のアウトカム情報につ

いては、各病院等の特殊性や重症度の違い等による影響やそ

の補正のための手法等、客観的評価を可能とするための研究

開発の促進のため、定の病院について、提供する医療の実

績情報に関するデータを収集し、さらに、医療の質の向上、アウ

トカム情報の信頼性の向上を図るための取弊且みを進め、公表

可能な項目の追加を図るものとする。

また、道府県が独自の取組により収集し、医療仟報ネットで

公表する項目を全国統一的に報告対象とすることについても、

病院等の報告負担に配慮した上で討を行うとととする

・病院等が報告する医療機能情報については、今後必要に応

じ、厚生労働省医政局が設置する検討会における審議を経た

上で、段階的に項目を見直すものとする。特に、制度開始時に

対象となっていない病院等の治療結果等のアウトカム情報につ

いては、各病院等の特殊性や重症度の違い等による影響やそ

の補正のための手法等、客観的評価を可能とするための研究

開発の促進のため、一定の病院について、提供する医療の実

績情報に関するデータを収集し、さらに、医療の質の向上、アウ

トカム情報の信頼性の向上を図るための取弊且みを進め、公表

可能な項目の追加を図るものとする。


